
 

 

 

 

特定健康診査等実施計画（第２期） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関東めっき健康保険組合 

 

平成２５年４月 

 

 



背景及び趣旨 

 

 我が国の国民皆保険は、世界最長の平均寿命や高い保健医療水準を達成してきた。しか

し、急速な高齢化や国民の意識変化などにより、大きな環境変化に直面しており、年々生

活習慣病疾患の受診率も増加傾向となっている。不適切な食生活や運動不足等の不健康な

生活習慣がやがて糖尿病や高血圧症、脂質異常、肥満症などの発症を招き、生活習慣の改

善がないまま、虚血性心疾患や脳血管疾患等に至る経過をたどることになる。 

 

 このような背景のなか、平成２０年４月から、高齢者の医療の確保に関する法律によ

り、医療保険者に対して、糖尿病等の生活習慣病に関する健康診査（特定健康診査）及び

特定健診の結果により健康の保持に努める必要がある者に対する保健指導（特定保健指

導）の実施を義務付けることとした。 

 

 特定健康診査は、糖尿病等の生活習慣病の発症や重症化を予防することを目的として、

メタボリックシンドロームに着目し、生活習慣を改善するための特定保健指導を必要とす

る者を、的確に抽出するために行なうものである。 

 

 本計画は、当健康保険組合の特定健康診査及び特定保健指導の実施方法に関する基本的

な事項、特定健康診査及び特定保健指導の実施並びにその成果に係る目標に関する基本的

事項について定めるものである。 

 

 なお、高齢者の医療の確保に関する法律第１９条により、５年ごとに５年を一期として

特定健康診査等実施計画を定めることとする。 

 第二期特定健康診査等実施計画においては、第一期の枠組みを維持し、実施率工場に向

け、取り組むこととする。 

  



関東めっき健保組合の現状 

 

 当健保組合は、めっきを主たる業とする事業所が加入している健保組合である。 

 平成２３年度の事業所数は３１２件で、全国１都７県に所在するが、約９割が東京に所

在している。 

 ただし、工場や営業所は全国に点在しており、関東１都６県に居住している被保険者及

び被扶養者は約９割、それ以外の居住者は１割程度と思われる。 

 加入事業所は、零細・中小事業者が多く、被保険者１０人未満の事業所が６割を占めて

おり、１事業所あたりの平均被保険者数は約１９.２人である。 

 当健保組合に加入している被保険者は、平均年齢が４４.０歳で、男性が全体の７割強

を占める。 

 

 健康診断については、組合が契約している指定医療機関（１都９県で６２機関）におい

て、施設内健診及び健診車による巡回健診にて実施している。また、一般社団法人 東京

都総合組合保健施設振興協会（以下「東振協」という）との共同事業において、健診車に

よる婦人科巡回健診を実施している。 

 

 平成２３年度の健康診断の実施人数は、巡回健診で４,４４６人、委託機関で１,０８６

人の合計５,５３２人（内訳：被保険者５,１２２人、被扶養者４１０人）。人間ドックの

実施人数は、被保険者４４６人、被扶養者（配偶者）５７人の合計５０３人である。 

 

平成２３年度の４０歳以上の健診（事業主健診・被扶養者のパート先及び住民健診等を

含む）状況は、健診実績の結果、３,０３５人（内訳：被保険者２,５５４人、被扶養者４

８１人）が受診しており、実施率は６２.８％である（目標実施率６７．０％）。 

  

  



特定健康診査等の実施方法に関する基本的な事項 

 

１  特定健康診査等の基本的考え方 

これまでの特定健康診査・特定保健指導の関係は、健診に付加した保健指導としたプロ

セス重視の保健指導であり、個別疾患の早期発見・早期治療が目的となっている。 その

ため、内容が健診結果の伝達と生活習慣病に係る一般的な情報提供であり、保健指導の対

象者は、健診結果で「要指導」と指摘され、健康教育等の保健事業に参加したものであ

る。指導方法は一時の健診結果のみに基づく保健指導で、評価はアウトプット（事業実施

量）評価、実施回数や参加人数とし、実施主体は市町村としていた。 

これからの特定健診・特定保健指導との関係は、内臓脂肪型肥満に着目し、その要因と

なっている生活習慣を改善するための保健指導を必要とする者を抽出するための健診と

し、内臓型肥満に着目した早期介入・行動変容を目的とする。生活習慣病は自覚症状がな

いまま進行するため、健診は個人が生活習慣を振り返る絶好の機会と位置づけ、リスクの

重複がある対象者に対し、医師、保健師、管理栄養士等が早期に介入し、行動変容につな

がる保健指導を行なう。保健指導の対象者は、健診受診者全員に対し、必要に応じ階層化

された保健指導を提供するものであり、リスクに基づく優先順位をつけ、保健指導の必要

性に応じて「情報提供」や「動機付け支援」「積極的支援」を行なうものである。 

 指導方法は、健診結果の経年変化および将来予測を踏まえた保健指導として、データ分

析等を通じて集団としての健康課題を設定し、個々のライフスタイルに応じて目標に沿っ

た保健指導を計画的に実施することとしている。評価は、アウトカム（結果）評価とし、

メタボリックシンンドローム該当者および予備群の減少率を 25％とする。実施主体は、

医療保険者とする。 

 

２ 特定健康診査等の実施に係る留意事項 

今後、市区町村国保の行う健康診査を受診している被扶養者の実態を調査し、そのデー

タを受領するとともに、今後は当健保組合が主体となって特定健診を行いそのデータを管

理する。 

 

３ 事業者等が行う健康診断及び保健指導との関係 

従来から事業者健診を代行していたことから、当健保組合が主体となって行う（委託を

含む）。事業者が健診を実施した場合は、当健保組合はそのデータを事業者から受領す

る。健診費用は事業者が負担する。 

 



４ 特定保健指導の基本的な考え方 

内臓脂肪型肥満に着目し、その要因となっている生活習慣を改善するための保健指導や

行動変容につながる保健指導を行うことが中心となる。具体的には受診者が健診結果から

自分の健康状態を把握し、生活習慣改善のための行動目標を自ら設定・実行できるよう、

各人の行動変容を促す個別性を重視した保健指導を目指す。 

現在、当健保組合の保健師は、常勤 0 人、非常勤 0 人と不在であることから、特定保健

指導実施委託機関に委託して保健指導を行なっている。 

  



Ⅰ 達成目標（平成 25 年 4 月改正） 

 

１ 特定健康診査の実施に係る目標 

平成 29 年度における特定健康診査の実施率を 85.0%（前回 70.0%）とする。 

この目標を達成するために、平成 25 年度以降の実施率（目標）を以下のように定める。 

 

目標実施率                    （％） 

 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

被保険者 79.5 83.3 87.0 91.0 94.7 

被扶養者 40.0 44.5 49.0 53.5 58.0 

被保険者＋被扶養者 69.0 73.0 77.0 81.0 85.0 

 

 

２ 特定保健指導の実施に係る目標 

平成 29 年度における特定保健指導の実施率を 30.0%（前回 45.0%）とする。 

この目標を達成するために、平成 25 年度以降の実施率（目標）を以下のように定める。 

 

目標実施率 

（被保険者＋被扶養者）                        （％） 

 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

40 歳以上対象者（人） 4,710 4,700 4,690 4,685 4,680 

特定保健指導対象者数 

（推計） 
600 633 666 700 733 

実施率（%） 22.0 24.0 26.0 28.0 30.0 

実施者数 132 152 173 196 220 

 

 

３ 特定健康診査等の実施の成果に係る目標 

平成 29 年度において、平成 25 年度と比較したメタボリックシンドロームの該当者 

及び予備群の減少率を 25%以上とする。 

 

  



Ⅱ 特定健診診査の対象者数 

 

１ 対象者数 

① 特定健康診査 

被保険者                          （人） 

 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

対象者数（推計値） 1,768 1,766 1,763 1,761 1,758 

40 歳以上対象者 3,460 3,455 3,450 3,445 3,440 

目標実施率（％） 79.5 83.3 87.0 91.0 94.7 

目標実施者数 2,750 2,877 3,003 3,132 3,259 

被扶養者            （人） 

 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

対象者数（推計値） 1,250 1,245 1,240 1,240 1,240 

40 歳以上対象者 1,250 1,245 1,240 1,240 1,240 

目標実施率（％） 40.0 44.5 49.0 53.5 58.0 

目標実施者数 500 554 608 663 719 

被保険者＋被扶養者       （人） 

 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

対象者数（推計値） 3,018 3,011 3,003 3,001 2,998 

40 歳以上対象者 4,710 4,700 4,690 4,685 4,680 

目標実施率（％） 69.0 73.0 77.0 81.0 85.0 

目標実施者数 3,250 3,431 3,611 3,795 3,978 

＊対象者数とは事業主健診の受診者等を除外した保険者として実施すべき数 

 

② 特定保健指導の対象者数 

被保険者＋被扶養者           （人） 

 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

40 歳以上対象者 3,250 3,431 3,611 3,795 3,978 

動機付け支援対象者 220 232 244 256 268 

実施率（％） 18.2 19.8 21.3 23.0 24.6 

実施者数 40 46 52 59 66 

積極的支援対象者 380 401 422 444 465 

実施率（％） 24.2 26.4 28.7 30.9 33.1 

実施者数 92 106 121 137 154 

保健指導対象者 600 633 666 700 733 

実施率（％） 22.0 24.0 26.0 28.0 30.0 

実施者数 132 152 173 196 220 



Ⅲ 特定健康診査等の実施方法 

１ 実施場所 

特定健診は、被保険者について、組合による指定医療機関で事業所巡回健診及び組合契

約の指定医療機関で行う施設健診を実施している。被扶養者ならびに任意継続被保険者に

ついては、健康保険組合連合会と社会保険診療報酬支払基金との間で締結する集合契約で

指定の業務委託医療機関で行なう。このほか、被保険者および被扶養配偶者について、東

振協共同事業による指定の施設で巡回健診および組合契約の指定医療機関で行う施設健診

を実施している。いずれも医療機関に委託する。なお、地理的条件により契約指定医療機

関で実施できない場合は、指定外医療機関で行なう。 

特定保健指導は、特定保健指導実施委託機関に委託している。 

 

２ 実施項目 

特定健診の実施項目は、標準的な健診・保健指導プログラム第２編第２章に記載されて

いる健診項目とする。 

 

３ 実施時期 

実施時期は、被保険者、被扶養者ともに通年とする。 

 

４ 委託の有無 

（１）特定健診 

被保険者・被扶養者が遠隔地にいる場合など受診が困難である場合は、契約対象外

医療機関で利用が可能となるよう措置する。 

（２）特定保健指導 

被保険者・被扶養者が遠隔地にいる場合など面接指導が困難である場合は、標準的

な健診・ 保健指導プログラム第３編第６章の考え方に基づきアウトソーシングす

る。 

 

５ 受診方法 

被保険者について、事業者は、健保組合が案内する「定期健診（巡回）実施案内」に基

づき、事業所巡回健診を指定医療機関に申し込みのうえ、特定健診を受診する。また、契

約健診機関等にて人間ドック等（東振協共同事業の巡回健診を含む）を受診する場合は、

契約健診機関等へ申し込み、特定健診を受診する（指定外医療機関も含む）。 

 



被扶養者である配偶者について、契約健診機関等にて人間ドック等（東振協共同事業の

巡回健診を含む）を受診する場合は、契約健診機関へ申し込み、特定健診を受診する（指

定外医療機関も含む）。 

被扶養者及び任意継続被保険者について、指定医療機関に予約のうえ、組合が４月に配

布する「受診券」を被保険者証とともに提出して、特定健診を受診する。 

特定保健指導について、組合事務局と特定保健指導実施委託機関（東振協共同事業を含

む）と連携をとって実施する。 

費用については、各種健診等利用規程に基づき、一部負担金を徴収する。 

４０歳以上の被扶養者ならびに任意継続被保険者を対象とした特定健診・特定保健指導

については、特定健康診査および特定保健指導利用規程に基づき、全額組合負担とする。 

ただし、各種健診等利用規程で定める基準以外の健診項目を受診した場合は、その費用

は受診者負担とする。 

 

６ 周知・案内方法 

周知は、当健保組合機関広報誌およびホームページに掲載して行う。  

 

７ 健診データの受領方法 

東振協契約健診機関の健診データは東振協を通じて月次で受領し、直接契約健診機関の

健診データは、健診費用請求時に電子データを受領して当健保組合で保管する。 

なお、保管年数は５年とする。 

 

８ 特定保健指導対象者の選出の方法 

特定保健指導の対象者については、効果の面から４０歳代の者から優先して選出する。 

 

Ⅳ 個人情報の保護 

   当健保組合は、関東めっき健康保険組合個人情報保護管理規程を遵守する。 

当健保組合及び委託された健診・保健指導機関は、業務によって知り得た個人情報を

外部に漏らしてはならない。 

  当健保組合のデータ保護管理者は、常務理事とする。またデータの利用者は当健保組

合業務課職員に限る。 

 

 

 



Ⅴ 特定健康診査等実施計画の公表・周知 

本計画は、機関広報誌およびホームページに掲載し、公表・周知する。 

 

Ⅵ 特定健康診査等実施計画の評価及び見直し 

  目標と大きくかけ離れた場合、その他必要がある場合には見直すこととする。 

 

Ⅶ その他 

  当健保組合に所属する職員等については、特定健診・特定保健指導等の実践養成のた

めの研修に随時参加させる。 


